
外国人の「受入れの基本的な在り方」の検討に向けた意見 

2026年 10月 30日 

公益社団法人経済同友会

社会の包摂委員会委員長 田代 桂子 

同        長尾  裕 

本会は、2025 年 5 月に提言「目指すべき外国人材との共生社会とステーク

ホルダーの果たすべき役割～外国人材の人口 1割時代に向けて～」を公表した。

これまで、我が国の外国人材の受入れ施策は主として就労を前提に設計されて

おり、在留外国人に占める就労目的の外国人材の割合は、諸外国と比較しても

高い水準にある。外国人材は、すでに我が国の経済や地域社会を支える重要な

担い手となっており、外国人材を共に日本社会を支える担い手として位置付け、

出身国や国籍にかかわらず公平な機会を確保する視点が重要である。

今後の人口減少の進展を鑑みれば、経済成長の実現と社会基盤の維持には、

多様性を通じたイノベーションの創出が不可欠である。すなわち、人口減少の

進展に伴う労働力の確保という視点を超えて、女性・高齢者の活躍促進、働き

方改革や技術革新を通じた生産性向上に取り組むとともに、引き続き外国人材

を惹きつける「魅力ある国」であるために、誰もが活躍できる包摂的な社会を

構築していかなければならない。 

こうした考えの下、「外国人の受入れの基本的な在り方の検討のためのワー

キンググループ」および「日本語・生活学習プログラム（仮称）の検討のため

のワーキンググループ」での検討にあたり、以下のとおり意見を申し上げる。

１．受入れを支える共生基盤の整備 

外国人の受入れをめぐっては、地域社会における相互理解の不足や生活

習慣の違いを背景とした摩擦が生じる懸念がある。社会的な分断を防ぎ、

安定した社会基盤を維持していくためには、日本語・生活学習プログラム

の構築とともに実効的な共生施策の推進が必要である。 

(1) 日本語・生活学習プログラム（仮称）の構築と受講促進

日本語・生活学習プログラム（仮称）は、外国人材とその家族の生活や

社会参画を支える共通の基盤と位置付けるとともに、各地域の相談・交流、

教育及び就労支援の施策と接続する必要がある。

その際、高度人材をはじめ外国人材が有する多様な背景を踏まえ、新た

なプログラムは一律に義務付けるのではなく、本人の意思に基づく任意の

受講を原則とすべきである。そのうえで、修了を永住許可や家族帯同に係

る審査において積極的に評価するなど、受講の動機付けとなる仕組みを重

視するべきである。 
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(2) 家族・子どもへの共生施策の充実 

外国人材の長期にわたる就業を通じて日本社会の基盤を維持するために

は、就労者だけでなく、家族や子どもも日本社会の一員として共生の枠組

みに包摂していく視点が重要である。 

そのためには、外国人の子どもの就学機会の保障、不就学の把握と就学

支援、日本語の習得状況に応じた指導、さらには配偶者等の日本語学習や

地域活動への参加機会の確保など、多面的な施策が求められる。国による

財政措置を拡充し、各地方自治体がそれぞれの状況に応じた受入れを行う

ことのできる環境を整えることが重要である。 

(3) 「外国人材の活躍促進基本法」（仮称）の制定と実施体制の強化 

日本語・生活学習プログラム（仮称）をはじめとする共生施策を着実に

推進するため、国・地方自治体・企業の役割と責任を明確化し、必要な財

政措置等の基本的な枠組みを定める「外国人材の活躍促進基本法」（仮称）

の制定を求める。 

同法に基づき、外国人との秩序ある共生社会推進室の司令塔機能を法的

に位置付け、省庁横断的な政策・財源及び予算の調整機能を強化するとと

もに、地域の実情や支援ニーズに応じた継続的かつ安定的な財政措置を講

じ、各共生施策の効果検証と継続的な改善を行う体制を整備することが必

要である。 

 

２．外国人の受入れの基本的な在り方について 

今後も日本が豊かさを保ち続けるためには、誰もが活躍できる包摂的な

社会となる必要があり、政策としては、女性活躍促進や高齢者雇用はもと

より、働き方改革や AI・デジタル技術の活用による生産性向上など、国内

の人材・人的資源を最大限に活用することが前提となる。同時に、労働力

人口、とりわけエッセンシャルワーカーの減少が一層加速する中で、これ

まで日本社会が当たり前のものとして享受してきた社会の基盤的サービス

を維持し、引き続き豊かな国であり続けるためには、外国人の受入れの基

本的な在り方の検討も不可欠である。 

 

(1) 目的と対象の明確化 

外国人の受入れの基本的な在り方の検討にあたっては、経済・社会課題

の実態を踏まえ、各種施策の目的と対象を明確にすることが必要である。

在留資格ごとの政策目的の違い、中長期的な労働力需要の見通し、産業・

地域ごとの状況に基づいて、人材獲得や国際競争力の向上を妨げることの

ないように慎重な議論を求める。特に、イノベーションの源泉となる高度

人材や留学生は国際的な獲得競争の対象であり、我が国が選ばれる国であ

り続けるための視点を欠いてはならない。 

(2) 諸外国の経験を踏まえた望ましい受入れの在り方の検討 

主に就労を前提に設計されてきたこれまでの外国人受入れ政策を踏まえ、



 

我が国として望ましい受入れの在り方を検討する必要がある。諸外国での

言語習得や社会統合推進などの施策を体系的に検証し、各国制度の利点や

課題を整理し、その教訓を踏まえて、我が国の社会・経済の実情に適した

施策を選択していくことが重要である。 

(3) 質・量双方を踏まえたきめ細かい検討 

受入れの在り方を検討するにあたり、在留外国人の総数や人口比率に一

律の上限を設ける手法は適当でなく、在留資格や業種・職種、地域ごとの

実情に応じて検討すべきである。総量や比率による一律の上限は、人手不

足が深刻な産業分野や地域において必要な人材の確保を困難にし、我が国

の経済成長と社会基盤の維持に深刻な影響を及ぼしかねない。 

そのため、労働需給の将来推計などの根拠に基づいて、産業界や地方自

治体の意見を聴取する透明な手続きが重要である。併せて、こうした議論

がすでに我が国で就労・生活している外国人材やその家族の生活の安定を

損なうことのないよう十分に配慮する必要がある。 

(4) 機動的かつ柔軟な運用と予見可能性の確保 

受入れの基本的な在り方は、労働需給や産業構造の変化に応じ、機動的

かつ柔軟に見直すことのできる仕組みとすべきである。外国人材の活躍に

よる経済活動や地域社会への貢献、共生施策の充実による改善効果なども

随時反映し、人材確保が阻害されないよう運用することが必要である。 

同時に、外国人材の就労には、本人の準備や就業に加え、雇用する企業

側も採用・育成など中長期の計画と投資が必要となるため、外国人材と企

業の双方にとって予見可能性の高い運用とすることが重要である。 

(5) 事実に基づく情報発信 

外国人の受入れをめぐっては、地域社会における相互理解の不足や生活

習慣の違いを背景とした摩擦が生じる懸念があり、国民の不安や漠然とし

た不公平感に対し、事実に基づいて丁寧に対応していく必要がある。在留

外国人の就労・納税・社会保険加入等の実態や地域経済への貢献を正確な

データにより示し、国民に分かりやすく発信することが重要である。とり

わけ、不適正な事案への厳正な対応と併せ、事実に基づかない言説の広が

りによって社会の分断が助長されることのないように政府による積極的な

情報発信を求める。 

 

３．企業による外国人材の活躍促進 

企業は、外国人材の就労による恩恵を直接的に享受する主体として、適

正な雇用管理や公平な処遇の徹底といった法令上の責務を果たすだけでな

く、外国人材が安心して働き、生活できる環境の整備に向けた社会的責任

を果たすことが求められる。 

(1) 企業の果たすべき役割 

企業は、事業規模や業態に応じて、就労者本人や家族の学習・生活支援

に積極的に取り組むべきである。具体的には、日本語・生活学習プログラ



 

ム（仮称）等の受講促進に加え、学習時間の確保に向けた勤務シフトへの

配慮や相談体制の整備などが考えられる。本会会員企業は、これらの取組

に率先して取り組む。 

(2) キャリア形成の促進 

企業は、外国人材の就労意欲や定着率の向上に向けて、本人の能力や希

望に応じた多様なキャリアパスを提示し、育成体制を整備する必要がある。

例えば、2027年 4月に開始される育成就労制度から特定技能 1号、さらに

特定技能 2 号への移行を見据え、各段階で必要となる技能・実務経験・日

本語能力の計画的な形成を支援することが考えられる。 

(3) 企業の自主的な取組を促進する「共生促進企業」認証制度の創設 

外国人材の安定的な就労を促進するためには、企業による環境整備を後

押しする仕組みが有効である。このため、日本語教育、公正な処遇、キャ

リア形成支援、地域社会との連携などに積極的に取り組む企業を評価する

「共生促進企業」認証制度の創設を提案する。併せて、認証企業に対し、

国・地方自治体の事業への参加における優遇措置や各種補助金などのイン

センティブを付与する支援施策も必要である。 

 

以上 


